
①新春交流会
　・イベントを内容精査し、役割分担等の最終確認を行いました。

②平成27年度　事業計画
　・原則、前年踏襲とします。ただし、理事会決議を受け、行政書士試験協力は除外することになりました。

③役員選任規程の改正
　・時間的な制約もありますので、たたき台を作成し、次期総務部に引き継ぐことにします。

①来年度以降の行政書士試験対応について
　・試験センターとの契約を更新しない旨の通知文書を会長決済後、試験センターへ発送予定。
　・念の為、流通経済大学を試験会場として仮予約済み。

②事務局体制について
　・�臨時事務局員（１名）との契約が３月末で満了となるので、後任者については会長と総務部長で面接を実施し決定
します。

①平成27年度　総務部事業計画・予算
　・計画内容を精査し、会員事務所調査を総務部予算に計上しました。

②次年度引継事項
　・次期総務部への引継事項を協議しました。

議 題 １ 協議事項

議 題 １ 協議事項

議 題 ２ 報告事項

第20回総務部会

第22回総務部会

日 時

日 時

場 所

場 所

平成27年2月9日（月）　午後2時〜 5時
茨城県行政書士会　事務局
國井会長、新井副会長、竹内部長、後藤副部長、増戸理事、関根事務局長

平成27年3月3日（火）　午後2時〜 5時
茨城県行政書士会　事務局
新井副会長、竹内部長、後藤副部長、増戸理事、関根事務局長

出 席 者

出 席 者

総務部
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③その他
　・綱紀委員からの答申のあった会員の処分について、仮処分内容（退会勧告等）を正副会長会議で決定。
　・印刷機の導入について、コストパフォーマンスを比較し検討。
　・複数いる副会長の序列を次年度以降、正副会長間で決めるべきとの提案がありました。

①新春交流会
　・昨年より参加者も増え盛況でしたが、課題も残りました。（来賓への対応、会場設営等）

②関東地方協議会　総務担当者会議出席報告
　・他の単位会の課題、取組等を報告。

③就業規程改正
　・専門委員（社会保険労務士）より、事務局職員へ改正案の説明を行いました。

①平成27年度　総務部事業計画・予算
　・計画に会員証のリニューアルも盛り込むことになりました。

②会則・規程集（改訂版）作成作業について
　・専門委員がチェックした最終稿を分担して再校正を行います。
　　会則は全員で確認、規程は分担して担当。

③次年度引継事項
　・「茨城県行政書士会法人化50周年記念誌発刊に向けた資料収集」と「会員名簿（２年毎）更新」の２点を追加。

④その他
　・事務局職員給与について協議しました。

①事務局体制
　・３月末で退任する関根事務局長の後任者の面接を会長と総務部長で実施することにします。

議 題 ２ 報告事項

議 題 ２ 報告事項

議 題 １ 協議事項

第25回総務部会
日 時

場 所
平成27年3月24日（火）　午後2時〜 5時
茨城県行政書士会　事務局
新井副会長、竹内部長、後藤副部長、増戸理事、関根事務局長出 席 者
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　　第1号議案　選挙管理委員の承認について原案通り承認されました。　

　　第2号議案　退会会員にかかる滞納会費の不納欠損処分について原案通り承認されました。　

　　ア　平成27年度各部予算・事業計画について報告があり、協議されました。

　　ア　事務所調査規程について 討議がなされました。

　　ア　平成27年新春交流会の結果について 報告がありました。
　　イ　平成26年度本会会計の決算見込について 報告がありました。
　　ウ　各部からの事業計画・報告について 報告がありました。
　　エ　平成26年度定時総会・定期大会までの日程について事務局から説明があり、確認しました。

　　第１号議案　平成26年事業報告及び決算報告について原案通り承認されました。

　　第２号議案　平成27年度事業計画及び収支予算について原案通り承認されました。

　　第３号議案　退職慰労金について原案通り承認されました。

　　第４号議案　役員中の議事運営委員の選出について原案通り承認されました。

議 題 １ 審議事項

議 題 １ 審議事項

議 題 ２ 協議事項

議 題 ３ 討議事項

議 題 ４ 報告事項

平成27年度 第1回理事会
日 時

場 所
平成27年4月30日（木）　午後2時から
茨城県開発公社ビル4F「4–H 会議室」
会長、副会長、相談役、理事、支部長、監事、事務局長（出席者27名、欠員1名）

日 時

場 所
平成27年3月16日（月）　午後1時から
茨城県開発公社ビル4F「4–H 会議室」
会長、副会長、相談役、理事、支部長、監事、事務局長（出席者24名、欠員1名）出 席 者

出 席 者

平成26年度 第5回理事会
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　　ア　�茨城県収入証紙売りさばき所を本会に設置することについて協議されました。設置できるのであれば引きで
検討します。

　　イ　�会費滞納者への対応について厳正な対応ができないか等について協議されました。効果的な対応策について
引き続き検討します。

　　ア　会長表彰について報告がありました。
　　イ　代議員の選出及び理事候補者等の推薦について説明がありました。
　　ウ　各部からの事業計画・報告について 報告がありました。

議 題 ２ 協議事項

議 題 ３ 報告事項

急きょ、本会顧問である高橋靖水戸市長においでいただき、
ご挨拶を頂戴しました。

任期中、最後の理事会。総会に向けて、真剣に議論しています。
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　茨城県行政書士会・茨城県行政書士政治連盟では、平成26年度の事業報告、

決算報告及び平成27年度の事業計画、予算案などを審議するため、下記のとおり

定時総会・定期大会を開催します。代議員の方のご出席をお願いします。

記

　　　　　日　時：平成27年6月3日（水）　午後１時～

　　　　　場　所：水戸市笠原町978-25

　　　　　　　　　茨城県開発公社ビル　４階大会議室

※議案書については、総会・大会終了後に全会員へ送付いたします。
　�なお、知事・議長ご出席のもと、直接知事表彰・議長感謝状の贈呈が行われ
る予定となっております。

平成27年度 茨城県行政書士会定時総会茨城県行政書士政治連盟定期大会のご案内
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　私たち部員の任期内で発行する最終号である「行政茨城５月号」の編集作業を行いました。また、「行政茨城」の編集
内容、行政書士制度ＰＲの方針などについて総括を行い、今後の課題をまとめて次期の部会の皆さんに引き継ぐこと
としました。

※�「平成27年度春巡業　大相撲水戸場所」が、平成27年4月19日（日）水戸市青柳公園市民体育館にて開催され
ました。3,000名を越す来場者で、当日は大変盛り上がりました。そのパンフレットの裏表紙に、茨城県行
政書士会の広告を掲載。伝統ある国技を通じて、行政書士の存在をアピールしました！

議 題 １ 「行政茨城」編集作業について

広報・監察部

広報・監察部会
日 時 平成27年4月8日（水）、4月17日（金）、5月1日（金）、5月12日（火）
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茨城県行政書士会　　会　　　長　　　國井　豊

広報・監察部長　　　遠藤　実

　茨城県行政書士会では今般、行政書士

の職域の確保及び非行政書士の排除を目

的として、行政書士徽章の着用と行政書

士証票の携行（補助者については補助者

徽章の着用と補助者証の携行）の徹底を

図ることを決定しました。

　行政書士徽章を上着に着用するとともに、行政書士証票は常時見えるようにス

トラップ等で首からさげたり胸に付けることにより、官公署等の窓口において、

行政書士又は補助者であることを積極的にアピールしてまいります。

　言うまでもなく、徽章着用は、日本行政書士会連合会行政書士徽章等規則にあ

るとおり、私たちの義務であります。また、平成26年3月には茨城県総務部長よ

り、各市町村長・各市町村農業委員会・各出先機関の長・警察本部長など関係機

関に対し、行政書士法の遵守徹底が通達されました。これは、依然として非行政

書士により違法に書類が作成されたと考えられる事案がみられることから、改め

て職員への周知徹底をしていく旨の依頼であります。文中においては、窓口にお

いて行政書士証票の呈示を求め、行政書士であることを確認するよう関係機関に

対して協力を求めています。

　さあ、行政書士の誇りも高く行政書士徽章を着用し、行政書士証票を携

行して、日々の業務に邁進してまいりましょう！

　もちろん申請の際には、書類への行政書士名記名押印もお忘れなく！

　会員お一人お一人のご理解とご協力をお願いいたします。

重要（再掲載）

行政書士徽章着用と行政書士証票携行の徹底
〜非行政書士排除のために〜
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１　平成27年度事業計画について（下記の通り決定しました）
　　・国土関係研修（都市計画法の研修を実施します）
　　・農地法関係（農地法4条5条を中心にした研修を実施します）
　　・�制度推進事業として農業委員会への申請等について県内の関係団体、プレハブメーカー等へ行政書士法遵守

依頼を文章等でします。
２　平成27年度予算について
　　　事業実施に必要な予算、部会開催旅費等を要求することに決定しました。
３　平成26年度事業報告について
　　�　事業報告（案）（26年度事業の本日までの報告）について協議、昨年の総会資料等参考に報告期限までに報告
することにします。

４　非行政書士の排除について
　　�　日本行政書士会北山会長より「土地家屋調査士の農地転用届け出の行政書士法違反行為に係る対応について」
の文章が各単位会長に送付されたことに伴い、国土農地部として、その対応を協議した結果、県内展示場の各プ
レハブメーカーに行政書士法遵守依頼の文章を送付することに決定しました。

５　その他�
　　�　既に決定している常任幹事会・正副会長部長会議、幹事会・理事会等の日程について、各委員が関係する会
議の確認をしました。

　本年４月１日から改正された建設業法に関して、詳細な資料（建設業許可・経営事項審査等）による懇切丁寧
な講義を行っていただきました。また、品確法や入札契約法にも触れていただき、建設業界の現状や今後の展望

議 題 １ 協議事項

国土農地部

第4回　国土農地部会
日 時

場 所

出 席 者

平成27年2月28日（火）　午後1時30分〜 3時
茨城県行政書士会 事務局
副会長　稲葉稔、部長　田向敏雄、副部長　久保朋央

建設部

第1回　業務研修会開催
日 時

場 所

研修テーマ

講 師

参加人数

平成27年4月24日（金）　午後1時30分～4時10分
茨城県開発公社ビル　４－Ｈ会議室
改正建設業法・品確法・入札契約法について
ワイズ公共データシステム株式会社　取締役　荻原　隆仁　様
85名
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等、詳細な解説がありました。

「研修内容１」
　○保険の基礎知識について
　○保険の上手なつけ方
　○保険金の請求手続き
　○事故遭遇時の基礎知識
　○保険代理店とは

　以上の項目について約２時間にわたり講義を受けました。
　現在、自動車は便利で身近な足として、また、企業の営業活動や流通の手段として、私たちの暮らしや社会にあ
たり前のように溶け込んでおります。特に貨物自動車運送事業者にとり、交通事故で他人を死傷させてしまった場合、
被害者やその家族を悲惨な生活におとしいれてしまうばかりでなく、加害者もまた、高額な賠償責任を負うことになっ
てしまいます。自動車保険を付けることが、自動車を運転する人にとって必要最低限の義務であるといわれるゆえんが
ここにあります。支社長はじめ、担当者の熱のこもった講義に会員の皆様も熱心に聞き入っていました。

「研修内容２」
　○一般貨物自動車運送事業経営許可申請について
　○法令試験予想問題の模擬試験の実施
　○運行管理試験暗記問題及び過去問題集の解説
　
　午後の部は、上記項目を重点的に行い、特に新規許可申請時の細部取扱について審査項目の具体的な内容と、関
係法令と照らし合わせながら、講義を行いました。

第11・12回貨物自動車運送事業実務者養成研修
日 時

場 所

出 席 者

講 師

平成27年2月18日（水）　午前10時～午後5時
茨城県開発公社ビル　１階会議室
小野村副会長、小野崎部長、深谷副部長、大庭部員、
共栄火災海上保険株式会社　東関東支店　奥村水戸支社長　他

運輸交通部
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　平成27年度における保健風営部事業計画及び予算編成について、議論しました。
　議論した概要に基づき、事業計画書及び予算要求書を作成し期限までに、事務局に提出することで一致しました。

　埼玉会風俗保健環境部から参加要請された風俗営業に関する意見交換会に関して、議論した結果、全会一致で協
力する決定をしました。

主  催　埼玉県行政書士会　荒岡会長、大久保副会長、栗田風俗保健環境部長、石川副部長、柳部員、小澤部員

討議の内容
　①�　各都県において、申請許可基準、申請時添付書類の相違など
情報の共有を計る必要性から、風俗営業に関する連絡協議会を設
け、定期的に合同意見交換会を継続することで一致しました。なお、
今後は、関東地方協議会に要望・提案をして行政書士会の発展に
努めていくことにします。

　②�　各単位会とも日頃の努力の成果もあり、各県警本部との関係は
良好とのことでした。その中でも業務研修会の講師を県警担当者
に依頼している茨城会は他の単位会から高い評価を受けました。

　　�　今後は、関東地方連絡協議会の風営部門担当者を通じ、警察
庁等の警察機関と連携していくように努力することで一致しました。

議 案 １ 平成27年度事業計画及び予算について

議 　 題 風俗営業申請等に係る現状・意見等、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律の改正に係る事項

議 案 ２ 埼玉県行政書士会から要請された風俗営業に関する意見交換会への対応について

保健風営部

第6回保健風営部会開催

風俗営業に関する合同意見交換会

日 時

日 時

場 所

場 所

出 席 者

出 席 者

平成27年2月9日（月）　午前10時～ 12時
茨城県行政書士会事務局
古川副会長、児島部長、下条副部長、田向部員

平成27年3月17日（火）　午後2時〜午後4時
埼玉県行政書士会本会３階会議室
茨城県行政書士会　古川副会長、児島部長、下条副部長、田向部員
その他　各単位会保健風営部門担当役員（東京会・神奈川会・千葉会・栃木会・山梨会）
出席者合計24名
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○東京入管　参加者：東京入国管理局審査監理官　福原氏　他6名
○行政書士会参加者：東京都行政書士会　中西会長
　　　　　　　　　　日行連関東地方協議会　山﨑会長
　　　　　　　　　　日行連関東地方協議会　国際業務担当者　10名

○会議事項
　（１）情報提供・連絡事項
　　　ア　東京入国管理局より
　　　　（ア）入管法改正に伴う在留資格審査の運用について
　　　　（イ）各審査部門の審査・窓口状況について
　　　イ　行政書士会より
　　　　（ア）平成26年度無料相談会開催報告について
　　　　（イ）行政書士法改正について
　　（２）各種意見交換

○感想
　東京入管における申請件数が増加傾向にあり、４月からの法改正後も更なる申請件数の増加が見込めることから、
東京入管として審査の迅速化を実現するとともに、行政書士会としても当局の審査迅速化に資するための業務実施を
続けていくことが必要であると感じました。

○参加者：日行連申請取次行政書士管理委員会　荒岡委員長　他2名
　　　　　日行連関東地方協議会　国際業務担当者　12名

○会議事項
　（１）申請取次行政書士の管理上の課題等について
　（２）その他

○感想
　申請取次行政書士が抱える課題について意見交換を行うことができ、非常に有意義なものとなりました。

第5回国際業務連絡会議

関地協国際業務連絡会と日行連申請取次行政書士管理委員会との合同会議

日 時

日 時

場 所

場 所

平成27年3月18日（水）　午後3時～ 5時
法務省東京入国管理局　会議室

平成27年3月19日（木）　午後2時～ 5時
虎ノ門タワーズオフィス10階第1会議室

国際部
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○講　師：法務省入国管理局参事官室法規係長　植野氏
○参加者：本会　国際部　部長　松田秀幸

○研修事項
　（１）改正入管法について
　（２）その他

○感想
　平成27年4月1日からの改正入管法施行に係る研修会でした。我々の業務に関わることが多くなることが予想される、
「高度専門職」・「経営管理」・「技術人文知識国際業務」・「留学」の各在留資格について特に説明時間が多く割かれま
した。講義後は質疑応答の時間が設けられ、より実務に踏み込んだ説明がなされたため、非常に理解度の高い研修
となりました。

改正入管法に関する研修会
日 時

場 所
平成27年3月24日（火）　午後2時～4時
シェーンバッハ・サボー
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（1） 市民法務部の業務について（規定上市民法務部の業務である部分）
　①業務研修（他の部に属さないもの）
　　　相続・遺言・会社設立等。
　　　但し、次年度は特定行政書士研修があるため、実施は困難であることも申し送ることにします。
　②新人研修
　　�　現行古川副会長が行っている登録証交付式での倫理研修（所管が不明確 ⇒ 明確化が必要）、宿泊研修、業

務相談室の立ち上げ・運営 など。
　③新規業務の開拓
　　�　補助金申請、金融機関との業務提携、業務受託希望者名簿の管理、商工会議所、商工会、中小企業団体中

央会との連携強化 など。
　④市民相談センターに関すること
　　　市民相談センターの運営、ポスターの配布，関連団体への周知など。

（2） その他について（規定上は市民法務部の業務でない部分）
　①八士会への対応，関係団体との協議など渉外対応。
　②日行連の新規事業（著作権・知的資産等）への対応。

（1） 成年後見関連
　　コスモス茨城、ＮＰＯ法人茨城成年後見支援センター との意思の疎通を図る必要あり。

（2） 補助金申請に関する研修会の実施
　　4月9日に、補助金申請に関する研修会を開催します。
　　時期が迫っており、会誌で告知することはできないので、ＨＰ 及び ＦＡＸで会員に告知することとします。

●3月2日	 日行連が主催する「後見人シンポジウム」に担当副会長と部長が参加した。
●3月12日	 �日行連の「後見人シンポジウム」を受けて、担当副会長と部長がコスモス茨城支部長と協議し、今後、協

力関係を維持することとした。
	 商工会連合会と補助金関係の業務について、担当副会長と部長が協議した。
●3月25日	 茨城県中小企業団体中央会を訪問し、今年度の補助金関係のアドバイスを受け、研修を依頼した。
●3月27日	 �特定行政書士の考査会場であるつくば国際会議場を担当副会長と部長と事務局員ともに確認した。

議 題 １ 事業報告・申し送り事項の確認

議 題 ２ その他

市民法務部

第10回市民法務部会

事業報告

日 時 平成27年3月25日（水）　午後2時〜4時
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� 平成　　年　　月　　日

茨城県行政書士会
会　長　　　　國　井　　 豊　殿

� 登録（法人）番号　　：　　　　　　　　　　　　　　
� 支　　部　　　　　：　　　　　　　　　　　　　　
� 氏　　名（法人名称）：　　　　　　　　　　　　　　
� 職印　　　　　

「戸籍謄本・住民票の写し等職務上請求書」

購　入　申　込　書

１．購入部数（いずれかに○を付し、必要事項を記入すること。）

１冊 ２冊 ３冊以上

（　　　　　　　）冊

備考：所属する社員行政書士の数

（　　　　　　　）名

� ※「3冊以上」は、行政書士法人である会員のみ選択できます。　　　

２．業務の種類（主たる取扱い業務を明記すること。）

３．添付書類（添付するものに○をつけること。）

　　① 誓約書

　　② 使用済み職務上請求書の控え
＜添付しない場合の理由＞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・初回の購入申込み
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・紛失　その他（顛末書により詳細な理由を記載すること）

※以下は記入しないでください。

払出し番号 特記事項

確
認
印

申込書 誓約書 控え 払出履歴

様式第2号（第22条関係）
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誓　約　書
　私（達）は、「戸籍謄本・住民票の写し等職務上請求書（以下「職務上請求書」という。）」の購入及び使用に際し、

以下の事項を誓約します。

１．私（達）が職務上請求書を取り扱う際の誓約

　　（１） 職務上請求書は、行政書士として職務上必要な請求に限り使用し、これ以外の請求や、身元調査等人

　　　　 権侵害のおそれがある場合は、使用しません。

　　（２） 職務上請求書には、日本行政書士会連合会が定めた記入要領に反した記載（記入要領の定めにより記

　　　　 載することとされた事項を記載しないことを含む。）は行いません。

　　（３） 職務上請求書には、不実の記載をしません。

　　（４） 控えは２年間保管し、所属単位会等からの提出要請があれば、これに応じます。

　　（５） 廃業の届出その他行政書士法第７条の規定により登録が抹消されることとなった場合又は解散の届出

　　　　 その他行政書士法第１３条の１９の規定により解散することとなった場合は、所属単位会に未使用分

　　　　 の職務上請求書を速やかに返戻します。

２．私（達）以外の者による職務上請求書の不正使用を防止するための誓約

　　（１） 職務上請求書は、何人にも譲り渡さず、かつ使用人である行政書士に使用させる場合又は使者として

　　　　 補助者を用いる場合を除き、他人に使用させません。

　　（２） 職務上請求書は、盗難、紛失又は毀損を防止するよう適切に管理し、紛失、盗難時には、速やかに所

　　　　 属単位会に報告するとともに、警察署に届け出ます。

　　（３） 私（達）の使用人である行政書士又は補助者が、私（達）が購入した職務上請求書に関して行った行

　　　　 為については、その責任を負います。

３．上記１又は２に違背することは、行政書士又は行政書士法人の信用又は品位を害し、行政書士又は行政書

　　士法人たるにふさわしくない重大な非行に該当し、処分を受けるに相当するものであることを認識します。

４．職務上請求書の不適切な取扱いに関して、都道府県知事による懲戒処分又は所属単位会による会則の規定

　　に基づく処分がなされた場合には、以下の措置が取られることについて、何ら異議を申し立てません。

　　（１） 所属単位会に未使用分の「職務上請求書」を速やかに返戻し、一定期間新たな購入ができないこと。

　　（２） 日本行政書士会連合会が定める方法により、氏名又は法人名称及び処分内容等が一般国民に対し一定

　　　　 期間公表されること。

様式第3号（第22条関係）

日　　　付 平成　　年　　月　　日 所属単位会 茨城会

登録（法人）番号 会員番号

氏名（法人名称）

　　　　　　　＜以下、単位会記入欄＞

職印

払出し管理番号
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平成26年度「国際業務事例研究会」開催報告書

　去る平成27年3月18日（水）、茨城県開発公社４階会議室に於いて平成26年度「国際業務事例

研究会」を開催いたしました。会員の参加11名と国際部員１名、申請取次管理委員5名の17名の

参加でした。国際部並びに申請取次管理委員会に国際業務の事例研修の開催を要望する会員が

多く、また申請取次資格を取得しても経験がなく、なかなか業務が出来ないと言うことで、今回２

回目の「国際業務事例研究会」の開催となりました。前回もそうでしたが、各参加者が実際に体験

した事例をもとに、共通理解と対応策を検討しあい、実に熱のこもった有意義な研究会でした。

事例１�，「離婚定住」への在留資格変更申請で普通は在留期間「１年」しか取得できないが、今回

最初から在留期間「３年」を取得したのは、婚姻期間が10年を超えており、また日本に17年

滞在していた要因が挙げられると思います。

事例２�，離婚定住を申請したところ、納税通知書に扶養が二人有り、その扶養人数と給与のアン

バランスが指摘されました。申請する場合には、納税通知書の「扶養」の欄を注意深く観察

する必要があります。

事例３�，住民票の職権消除について、新しい制度では住民票のある住所地に居住していない場合

は住民票が消除されますので注意をして下さい。

事例４�，申請人はタイ国籍の11歳男児であり、実母は日本人と再婚し、在留資格認定証明書交付

申請をしました。申請に先立ち父親が親権者となっていたために、現地の家庭少年裁判所

で親権者変更の申し立てを行い、親権者を母親にして申請して許可になりました。

事例５�，ガーナ人の女性で、インターナショナルスクールに採用になり、「家族滞在」から「人文知識・

国際業務」への在留資格変更申請をしたが、本人が本国でビジネス系の専門学校であった

ために、３年の実務経験証明書が必要であったが取得できず不許可。

事例６�，日本人夫が茨城県在住で、スリランカ人妻が新潟県に在住している場合の在留期間更新

申請について、非常に厳しい状況であり、別居しているいきさつや経緯を入管に詳細に説明

する必要があるだろう。

　以上のように色々なケースの情報を会員が共有する事が入管業務をする上で非常に大切であり、

今後も継続してこのような研修会を開催する必要を感じました。

申請取次行政書士管理委員会
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1.会費滞納者の公表について

　茨城県行政書士会は皆様が納入された会費により成り立っています。

　しかしながら、一部には会費を滞納する会員もおり、その対応に苦慮していると

ころです。また中には、会からの呼びかけ等に対して何ら応答のない会員も見受け

られ、会員間の公平性確保のためにも、本会として対応する必要が迫られていると

ころです。

　平成25年度第5回理事会において、「会費滞納者の公表に関する規程」が承認さ

れ、平成26年10月1日から施行されました。（「行政茨城」平成26年5月号に掲載済み）

　新設されたこの規程では、会費を滞納している会員について、本会ホームページ

中会員専用ページ及び本会事務局内掲示板の両方に、会員名（法人名）を掲示する

ことになりましたので、ご留意のうえ、納期限までに会費を納入下さるようよろしく

お願いいたします。

　なお、公表については平成27年3月上旬から実施されています。

会費の減免について

　特別な事由により会費の納付が困難な状況がある場合には、会則に延納や

減免の申出をすることができる規定があります。（会則第15条）

会員指導委員会

重　要
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2.「職務上請求書」払出方法の変更について
　『茨城県行政書士会職務上請求書払出規程』の施行（平成26年10月1日）により、職務上請求書の払出方法が
以下のとおり変更となりました。

　職務上請求書払出の際、会員指導委員会による「使用済職務上請求書」の内容確認があります。
　※ 不適正な使用・未記載等がある場合、即日の払出しが出来ない場合があります。
　※ 郵送申込みの場合も、上記払出日に内容確認のうえ送付いたしますので、時間に余裕を持ってお申込み下
さい。

　規程により、職務上請求書の購入には、従来の「購入申込書」「誓約書」に加え、本会の開催する『コンプライア
ンス研修会』を受講したことを証する「修了証」の提示が必要となります。
　※ 昨年8・9月開催の『職務上請求書払出研修会』を未受講で、職務上請求書の購入を希望される方は、下記
により研修会をお申込み下さい。

【コンプライアンス研修会　参加申込書】
平成27年　　月　　日　

参加希望日に○印を記入して、本会事務局までＦＡＸまたはメールでお申込み下さい。

※ 既に「コンプライアンス研修会」を、「職務上請求書払出研修会」として昨年8月・9月に受講された方は、 受講の必要はありません。
※ 本人確認のため、必ず『行政書士証票』をご持参下さい。
※ 遅刻された場合、「修了証」は発行しません。研修会の最後に、効果測定を行います。
※「コンプライアンス研修会」を受講後、職務上請求書をご購入される方は職印をお持ち下さい。

　①払出日を設定します。

　②「コンプライアンス研修会」の受講が必要となります。

◇平成27年1月15日以降
　→第1木曜日・第3木曜日	 　　午後2時〜5時

日　　　時 場　　所 申込欄

6月期  6月 4日（木） 13：30 ～ 16：30 茨城県開発公社ビル 会議室

7月期  7月 2日（木） 13：30 ～ 16：30 〃

【申込期限：開催日の７日前まで】

事務所住所：

会 員 氏 名： 登録番号：第　　　　　　　　　　　　　　　号

重　要
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3. 既存の補助者証の取り扱いについて
　平成27年3月5日開催の第14回会員指導委員会において、茨城県行政書士会補助者規程経過措置に基づき、
下記のとおり決したので、補助者を設置されている会員の皆様はご対応のほどお願いいたします。

　「平成26年9月30日以前発行の補助者証（旧タイプ：有効期間の記載が無いもの）は平成28年9月30日までに本
会へ返納すること」

　・�平成26年9月30日以前発行の補助者証（旧タイプ：有効期間の記載が無いもの）は、有効期限を平成28年9
月30日としていますが、その記載が無い故の不正使用を避けるためです。

　・�引き続き補助者を設置される場合、更新（有効期間満了日の３ヶ月前から受付）の際に返納（新証と交換）して
ください。

　・補助者設置の実態が無い場合、速やかに返納してください。

※なお、補助者証を更新するためには、事前に、本会が主催する補助者研修会の受講が義務づけられています。

※�平成26年10月1日以降発行の補助者証（新タイプ：有効期限の記載があるもの）についても、その更新の際、返
納（新証と交換）にご協力ください。

旧タイプ（有効期限がない）

新タイプ（有効期限がある）

重　要
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